






神奈川県では,県の委託研究事業として,神奈川県小児保健協会(会長:入江英博)に,乳児ビ

タミン K 欠乏症予防対策委員会が設置され,総合的対策が検討されている。委員会(委員長:

長尾大)の構成メンバーは,表 1の通りである。 

委員会は,表 2の様な予防方式を採用し,県下の産科医・小児科医へ参考資料として配布し

た。 

委員会は,59年度に引き続き60年度も,産婦人科医会を通じて,アンケート調査をさせて頂

いた。その結果を表 3に示した。ビタミン Kの予防投与を実施している施設は 29%から 57%

に増加している。また,成熟新生児のほぼ全員に予防投与を行っている施設数も,59 年度の

26 から 109 施設に増加していた。また,分娩数の概数より計算した成熟新生児の予防投与

率は,60 年度は 85.4%と計算された。 

神奈川県下の主要小児科 78施設を対象とする,乳児ビタミン K欠乏症の発症例に関するア

ンケート調査の結果を表 4に示した。59 年 1月 1日～12 月 31 日の間には,特発例が 2 例,

続発性が 2 例,計 4 例の発症がみられた。予防投与の普及からみて,60 年には,もっと発症

例が減少することを期待している。 


